
４款　衛生費　　１項　保健衛生費

【施策の目的】
休日、夜間の救急医療を確保する。

【施策の実施】
（1）在宅当番医制運営事業

（小郡三井医師会は在宅当番医を休日診療センターにて実施）
（2）久留米広域小児救急医療支援事業

実施場所：久留米広域小児救急医療センター（聖マリア病院）
診療時間：通年準夜帯（19時～23時）

（3）病院群輪番制病院運営事業

【施策額の内訳】
（1）在宅当番医制運営事業費

救急医療（在宅当番医）委託料 健康課施策総額　 2,687千円

・福岡県救急医療施設運営費等補助金相当額 4,198,057円・・・・・・・②

（2）久留米広域小児救急医療支援事業
久留米広域小児救急医療事務負担金 健康課施策総額　 1,085千円

充当費用 鳥栖・三養基協力金
構成市町負担金
吉野ヶ里町協力金

（3）病院群輪番制病院運営事業費
救急医療（病院輪番制）負担金 健康課施策総額　 4,902千円

・令和元年度久留米地区（3市1町）病院群輪番制事業費（医師会への補助金額）

合  計 381,856人 100% 31,399,680円

71,040円×442日＝31,399,680円・・・②

大刀洗町 15,648人 4.10% 1,286,721円
うきは市 29,864人 7.82% 2,455,690円

※端数処理を行ってい
小郡市 59,607人 15.61% 4,901,431円 　るため数値ずれあり

平成30年9月1日現在
住民基本台帳人口

負担割合
①

負担金額
①×②

久留米市 276,737人 72.47% 22,755,838円

ふるさと振興基金 9,825千円 　　214千円
雑入 2千円

・久留米広域小児救急医療支援事業費 35,331千円
県補助金 6,419千円 　4,034千円
前年度繰越金 1,700千円 13,137千円

合計 4,260人 6,569千円 67,251人 6,568千円 13,137千円

負担金額
①＋②

大木町 59人 91千円 2,355人 137千円 228千円

大刀洗町 124人 191千円 2,445人 142千円 333千円

　　　算定の基礎
うきは市 136人 210千円 3,964人 231千円 441千円
小郡市 371人 572千円 8,821人 513千円 1,085千円

久留米市(北野地域) 17,622 19% 797,631

地区医師会の区域において、休日の診療を行う在宅当番医の当番日の整備事業及び在宅当番医の実施
を医師会に委託。

夜間の小児救急医療について、地域全体で支援することにより、診療体制を安定かつ充実させ、子どもを
安心して生み育てることができる社会づくりを目的とする。

二次医療圏単位として、休日夜間の診療体制を整えるもので、久留米保健医療圏（大川市、大木町を除く）
の病院群が共同連携して、輪番制方式により初期救急医療施設からの転送患者を受け入れる。

平成30年9月30日現在住民基本台帳人口(人） 在宅当番負担割合① 在宅当番負担金額（①×②）(円）

※1：久留米市は15歳
大川市 39人 60千円 3,960人 230千円 290千円 　　　以下人口の2倍が

久留米市 3,531人 5,445千円 45,706人 5,315千円 10,760千円

構成市町
平成29年
度患者数

患者割額
①

平成30年10月
1日現在15歳

以下人口※1

15歳以下
人口割額

②

保健衛生総務事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債

大刀洗町 15,646 17% 713,670
合計 92,881

（単位：千円）

その他 一般財源
8,674 8,674

100% 4,198,057

小郡市 59,613 64% 2,686,756
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【施策の目的】

【施策の実施】

【施策額の内訳】

【施策の評価】

【施策の目的】

【施策の実施】

【施策額の内訳】
1,867千円

【施策の評価】

【施策の目的】
母子、乳児、幼児等に対する健康診査や保健指導を推進することにより、母子の健康の保持、増進に努める。

48,826 3,140 1,445 44,241

令和元年度は小郡市健康運動リーダーを新たに９名養成したことに加え、寺福童区の健康運動教室の立ち上
げについて支援し、活動開始に至った。今後も市民の身近な場所における自主的・主体的な健康づくりの拡大
のための取り組みを行いながら、現在活動している２３の教室に対する丁寧なフォローを行っていく。

母子保健事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

平成30年3月に策定された第2次小郡市健康増進計画・第2次小郡市食育推進計画に基づき、地域における
小郡市民の自主的・主体的健康づくりを実現するために、運動を中心とした健康運動リーダーの養成を行うとと
もに、健康運動リーダーが公民館などを使用した運動の提供・アドバイスを行うにあたっての事前準備及び援
助などを行う。

(1)健康運動リーダー養成講座
健康運動リーダーを増やしたいと希望する区を対象に、健康運動リーダー養成講座を開催。参加行政区4区、
新規認定者数9名。
※令和元年度末時点養成者数230名（登録者数142名）

(2)健康運動リーダー研修・・・健康運動リーダーに登録している方を対象に、運動の習慣や新しいスキルを提
供する講座を開催。年間3回。（令和2年2月の研修は新型コロナウイルス感染防止のため中止）参加者数90
名。

(3)地域健康促進事業（おごおり★かがやき教室）・・・各校区協働のまちづくり協議会健康福祉部会との協働に
より、運動の動機付けと健康意識の底上げ、人材発掘を行う。令和元年度は、東野校区健康福祉部会、のぞみ
が丘校区健康福祉部会で支援を実施。

(4)自主健康運動教室支援・・・健康運動リーダーが公民館などを使用した運動の提供やアドバイスを行うにあ
たっての事前準備及び援助を行う。支援回数年間72回、延べ参加者数1,204名。

市民の健康づくり支援事業

1,867 350 1,517

来場者は年〄増加し、令和元年度は、前年比約200名増であった。しかし、来場者の増加に伴う、駐車場の確
保や会場内の動線の確保が課題となっている。来場者がより満足できるよう、会場づくりや内容を見直してい
く。

市民の健康づくり支援事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

あすてらすフェスタ（小郡市民の健康づくり大会）を開催することで、市民の健康づくりについての正しい知識、
健康に対する自覚を高める。

あすてらすフェスタ（小郡市民の健康づくり大会） 令和元年10月27日開催　延べ5,535人参加

あすてらすフェスタ（小郡市民の健康づくり大会） 275千円

275 275

休日診療、夜間診療、夜間の小児救急診療体制を前年度から引き続き構築できており、市民に安心していつ
でも受診することができる環境を提供できている。今後も関係医療機関や関係市町村と連携を図っていく。

健康づくり啓発事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

【施策の評価】
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【施策の実施】

乳幼児健康診査事業 4ヶ月児健康診査 人 人 ％

10ヶ月児健康診査 人 人 ％

1歳6ヶ月児健康診査 人 人 ％

3歳児健康診査 人 人 ％

乳幼児健康診査事業 3歳児精密検査 人 人 ％

※　3歳児健康診査において、精密検査が必要な児に対して精密検査の受診票を発行

母子訪問指導事業 新生児 人 人 ％

妊婦健康診査事業 基本健診・妊娠初期血液検査 件

基本健診（8回） 件

基本健診・貧血検査 件

基本健診・超音波 件

基本健診・超音波・貧血・血糖検査 件

基本健診・クラミジア検査 件

基本健診・B群溶血性レンサ球菌検査 件

母子相談指導事業 ようこそ赤ちゃん教室（年22回） 人

親子あそび教室（年41回） 人

母子健康手帳の交付 人

離乳食教室（年11回） 人

育児・発育相談（年11回） 人

産後ケア（ショートステイ・デイサービス） 人

【施策額の内訳】

母子訪問指導事業
妊婦健康診査事業 母子相談指導事業

【施策の評価】

【施策の目的】
生活習慣病の予防及び疾病の早期発見、早期治療に貢献し、住民の健康の保持、増進に寄与する。

【施策の実施】

人

がん検診 胃がん 人 ％

子宮頸がん（集団） 人

子宮頸がん（個別） 人

人 ％

大腸がん 人 ％

肺がん 人 ％

前立腺がん 人 ％

人 ％

人

健康教育 人

健康相談 人

健康手帳交付 人

訪問指導 人

同和地区保健対策事業 短期一日人間ドック 人12 －

231 －
199 －
95 －

若年者健康診査 20歳・25歳・30歳・35歳から39歳までの健診受診機会がない者（国保未加入者） 170 －
399 －

50歳以上の男性 1,364 22.7
30歳代乳がん自己触診啓発事業 30歳代の女性 232 7.6

40歳以上 3,680 20.7
40歳以上 3,805 21.4

％
20歳以上で前年度未受診者及びクーポン券対象者 771

乳がん検診（マンモグラフィ） 40歳以上で前年度未受診者及びクーポン券対象者 1,448 25.4

40歳以上 2,454 13.8
20歳以上で前年度未受診者及びクーポン券対象者 1,080

27.5

健康診査の種類 対象者 受診者数 受診率
肝炎ウィルス検査 40歳及び41歳以上の未受診者 94 －

35,260 653 150 34,457

令和元年度については、年度末の各事業が新型コロナウイルスの影響で中止や延期になり、実施率や受診者
数は減尐した。今後は、感染拡大予防に配慮しながら事業の運営を行っていく。

成人保健事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計 48,826 千円

乳幼児健康診査事業 7,078 千円 1,477 千円
33,054 千円 7,217 千円

432
95

施策内容 施策額 施策内容 施策額

事業の種類 参加者数
166
437
381
99

1,995
315
348
370
360
345

386 360 93.3

事業の種類 受診件数
375

43 32 74.4

事業の種類 対象者数 実施者数 実施率

488 489 100.2
事業の種類 対象者数 受診者数 受診率

360 361 100.3
388 395 101.8

事業の種類 対象者数 受診者数 受診率
354 348 98.3
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【施策額の内訳】

【施策の評価】

【施策の目的】

【施策の実施】

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

※ヒブ（1回目）、小児用肺炎球菌（1回目・2回目）、B型肝炎（1回目・2回目）、四種混合（1回目・3回目）、ＢＣＧ
の接種率が100％を超えているのは転入者が多かったため。

※日本脳炎の接種率が100％を超えているのは特例対象者の接種も含まれているため。
※インフルエンザ・高齢者用肺炎球菌の60歳以上65歳未満（内部疾患身体障害者手帳1級程度）の対象者が
未入力なのは、対象者の把握が困難のため。

B型肝炎 385 人
第1回 第2回 第3回

388人(100.8％) 392人(101.8％) 374人(97.1％)

16,119 9,443人（58.6％）

高齢者用肺炎球菌

60歳～64歳 - 0人

65歳、70歳、75歳、80歳、
85歳、90歳、95歳、100歳 566人（28.2％）

2,007

水痘 421 人
396人（94.1％）
388人（92.2％）

インフルエンザ
60歳～64歳 - 14人
65歳以上

子宮頸がん予防
ワクチン

-
第1回 第2回 第3回
3人 2人 2人

第3回
388人（100.8％） 394人（102.3％） 380人（98.7％）

追加 448 407人（90.8％）

371人(96.4％）
追加 448 387人（86.4％）

小児用肺炎球菌
初回 385 人

第1回 第2回

737人（127.3％）

ヒブ
(インフルエンザ菌ｂ型）

初回 385 人
第1回 第2回 第3回

389人（101.0％） 385人（100％）

日本脳炎　　　　
1期初回　 512 第1回　536人（104.7%） 第2回　573人（111.9％）
1期追加　 561 665人（118.5％）

2期 579

風しん抗体検査 2,757 585人(21.2％)
風しん（5期） 174 118人(67.8％)

麻しん風しん混合
（1期）

421 人 386人(91.7％)

麻しん風しん混合
（2期）

574 人 556人(96.9％)

第2回 第3回

（ジフテリア・百日咳・
破傷風・ポリオ）

393人(102.1％) 384人（99.7％) 397人(103.1％)
1期追加　 448 411人（91.7％）

三種混合2期
558 人 524人（93.9％）

（ジフテリア・破傷風）
四種混合　

1期初回 385 人
第1回

各種予防接種を実施し、疾病の早期予防と感染症の蔓延防止に努める。

１）定期予防接種
種別 対象者数（見込） 接種者数（接種率）

ＢＣＧ（結核）　　 385 394人(102.3％)

その他 一般財源
146,646 1,955 1,120 143,571

健康診査と各種健康相談、教室を実施することで、住民の健康管理と健康維持につながっている。
次年度以降も受診率の向上を目指し、施策を行っていく。

予防接種事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債

若年者健診保健指導事業 53 千円
合計 35,260 千円

がん検診推進事業費 1,309 千円
若年者健診事業 1,259 千円

同和地区保健対策事業費 499 千円
健康増進法健康診査事業費 82 千円

肝炎ウイルス検診費 149 千円
がん検診費 27,512 千円

施策内容 施策額
成人保健総務費 4,397 千円
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【施策額の内訳】

【施策の評価】

【施策の目的】

【施策の実施】

【施策額の内訳】

健康づくり推進協議会

食生活改善事業

【施策の評価】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境衛生関係団体育成事業（環境衛生費） 生活環境課

【施策の目的】

423 千円
合　　　計 681 千円

前年度同様、健康づくり推進協議会の実施により同様各団体における健康づくり事業の情報を共有し、協働し
て取り組みを行うことができている。食生活改善事業及び食育講演会の実施により、栄養・食生活の改善を通し
て、市民の健康の保持増進につなげることができている。今後の課題としては食生活改善事業の一環である食
生活改善推進員（健康を守る母の会）の高齢化による活動会員の減尐、会員数も年〄減尐しているため、支援
内容や次世代への周知、見直しを行う必要性がある。第2次健康増進計画・第2次食育推進計画（おごおり健
康・食育プラン）を推進することで、市民主体の健康づくりと食育を地域全体で支援する体制づくりにつなげて
いっている。次年度以降も継続的な支援を行う。

施策内容 施策額
198 千円

食育講演会（健康を守る母の会中央研修の一環として開催） 60 千円

食生活改善事業 栄養相談 30人
健康を守る母の会活動の支援 年間295回
健康を守る母の会中央研修 年間5回開催、延べ182名参加

健康づくり推進協議会の開催、食生活改善事業及び食育講演会などを実施することにより、市民の健康づくり
を総合的に支援する。また、健康づくり施策推進のため、第2次健康増進計画・第2次食育推進計画（おごおり
健康・食育プラン、計画の期間：平成30～令和9年度）を推進する。

事業の種類 事業内容
健康づくり推進協議会 年間4回開催
食育講演会 年間1回開催　66人参加

681 681

定期予防接種の接種率が前年度よりも上昇している。また、任意予防接種の補助を行ったことにより、感染症の
発生や拡大防止に寄与できている。次年度以降も予防接種の接種率向上を目指し、施策を行っていく。

健康づくり推進事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

広域予防接種費 17,102 千円
合　　　　計 146,646 千円

小児個別接種費 92,080 千円
高齢者個別接種費 33,128 千円

施策内容 施策額
予防接種総務費 4,336 千円

麻しん 市内児童福祉施設等で乳幼児と接触する職員 108人

風しん
風しん抗体検査の結果、予防接種が推奨される値の記録が確認
できた①妊娠を希望する女性（妊婦は除く）②妊娠を希望する女
性・妊婦の配偶者（パートナー）・同居者

73人

※子宮頸がんの接種者が尐ないのは、平成25年6月14日より積極的勧奨を差し控えているため。全体の対象
者が未入力なのは、平成25年度までにすでに接種している人もおり、把握が困難なため。中学1年生が標準的
な接種年齢であるため再掲している。

２）任意予防接種
種別 対象者 接種者数

小郡市環境衛生組合連合会を助成し、各衛生組合相互の連携により生活環境の改善及び衛生思想の普及向
上等に関する自主的実践活動を推進し、 もって健康で文化的な住みよい郷土を実現することを目的とする。

3,300 3,300

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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【施策額】
小郡市環境衛生組合連合会補助金 3,300千円

【施策の実施】
(1) 蚊・蝿の一斉駆除（5月～8月） (7)紙・布回収（平成8年10月より）
(2)ごみ減量、リサイクル推進に関する活動及び啓発 (8)トレーの回収（平成9年9月より）
(3)機関紙等の発行(年2回発行) (9)紙パック回収（平成10年9月より）
(4)リサイクルステーション受入作業 (10)ペットボトル回収（平成11年4月より）
(5)古紙再生品の利用促進 (11)剪定枝回収（平成11年4月より）
(6)空き缶回収（平成6年10月より） (12)公用地雑草のリサイクル

（リサイクル品目別回収実績）

【施策の評価】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　河北苑管理事業 生活環境課

【施策の目的】

【施策額の内訳】
支出 収入

需用費 千円 葬斎場使用料 千円
役務費 千円 行政財産使用料 千円
委託料 千円 事務経費負担金（大刀洗町分） 千円
使用料及び賃借料 千円 その他収入 千円
工事請負費 千円 火葬施設改修事業債 千円
備品購入費 千円
小郡市･大刀洗町葬斎施設組合会議負担金

千円
計 千円 計 千円

〔参考〕葬斎場使用料（平成29年10月改正）

霊安室及び斎場の使用料は100分の110を乗じて得た金額とする。

1回 15,000円 45,000円

霊安室 1日 1,000円 3,000円

斎　場
葬　儀 1回 10,000円 30,000円
通　夜

死　胎 1体 10,000円 30,000円
その他人体の一部 1件 10,000円 30,000円

火　葬
遺　体

13歳以上 1体 20,000円 60,000円
13歳未満 1体 15,000円 45,000円

36,326 26,195

区　分 単　位
金　額

市　内 市　外

22 1
3,909 3,000

40

72

葬斎施設（河北苑）の安全で安定した管理運営を図る。

10,028 18,330
268 65

21,987 4,799

その他 一般財源
36,326 3,000 23,195 10,131

合計 2,839ｔ 2,753ｔ 2,532ｔ

新聞、雑誌等の発行部数の減尐などの影響を受けて発生量が減っている紙類以外のリサイクル品の回収実績
はほぼ横ばいではあるが、分別収集や啓発活動などの地域での活動やサリイクルステーションの受入作業、衛
連通信の発行等の啓発活動により、こうしたごみ減量、リサイクル推進が維持されていると考える。また、ふるさ
と納税の返礼品として古紙再生品が好評であり、本市のごみ減量・リサイクル推進活動をＰＲする機会ともなっ
ている。

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債

剪定枝 154ｔ 170ｔ 178ｔ
公用地雑草 70ｔ 89ｔ 84ｔ

紙パック 7ｔ 7ｔ 7ｔ
ペットボトル 73ｔ 87ｔ 87ｔ

布 234ｔ 230ｔ 230ｔ
トレー 2ｔ 1ｔ 2ｔ

段ボール 322ｔ 312ｔ 282ｔ

スチール 25ｔ 26ｔ 24ｔ
新聞紙 1,133ｔ 1,030ｔ 893ｔ

品　　目 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績
アルミ 68ｔ 69ｔ 70ｔ

雑紙 751ｔ 732ｔ 675ｔ
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【施策の評価】

〔参考〕令和元年度利用状況 （単位：件）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雑草等除去対策事業 生活環境課

【施策の目的】

【施策の実施】

【施策額の内訳】
支出 収入

委託料（公有地） 千円 雑草等除去受託料 千円
   〃   （私有地） 千円
備品購入費 千円
計 千円

【施策の評価】

〔参考〕雑草等除去面積の推移 （単位：㎡）

【施策の目的】

その他 一般財源

地域保健活動の核であり、健康づくりの意識向上につなげられる拠点施設として設立された総合保健福祉セン
ターの維持・管理を行う。

181,623 2,000 52,585 127,038

計 401,549 366,377 378,271 382,122 355,158

総合保健福祉センター管理事業 健康課

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債

私有地 41,359 34,802 33,950 26,203 36,126
公有地 360,190 331,575 344,321 355,919 319,032

30,615

公有地は、前年度と比較して処理面積は若干減尐したものの、ほぼ計画どおりに業務を履行することができ
た(延べ243か所)。また、私有地は、58人の空き地の所有者から受託した(延べ74か所)。一方で、「小郡市空
き地等の適正な管理に関する条例」の対象外となる土地の苦情等(空き地ではない土地、田･畑･山林、樹木
等に関する苦情)についても受け付け、土地所有者に対して適正な管理を求めることで、市民の安全で良好
な生活環境の確保に努めた。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

空き地等の雑草除去を行うことで、火災、交通事故、犯罪、害虫の発生、ごみの不法投棄等を防止し、市民
の安全で良好な生活環境を確保する。

市が実施する「雑草等の適正処理業務」では、空き地における雑草等の適正な処理によって、ごみ減量化、
リサイクル推進、地球温暖化防止に資するために、刈り草を焼却処分せずに堆肥化して利用する取組を
行っており、プロポーザル方式によって受託者を特定している。また、生活環境課は、公有地の場合は当該
土地の管理部署から、私有地の場合は当該土地の所有者から、雑草除去の依頼を集約し、委託業者に業
務発注している。さらに、私有地について、空き地等が管理不良状態にあるとき、または管理不良状態にな
るおそれがあると認めるときは、当該土地の所有者に対して雑草等の除去について必要な助言、指導を行
う。また、必要に応じて、勧告、措置命令、行政代執行を行う。

27,774 2,748
2,748

93

その他 一般財源
30,615 2,748 27,867

通　夜 57 9 2 68

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債

火　葬 526 168 49 743
葬　儀 52 9 2 63

平成5年4月の供用開始から27年が経過し、施設や設備は老朽化が進んでいる。平成22年度から火葬炉、
集中管理装置、空調設備、屋根防水等の大規模改修を行っており、令和元年度は屋根防水の改修工事を
行った。これにより計画的な大規模改修は差し当たり終了した。引き続き、施設利用者に対して安全で安定
したサービスを提供するため、日頃からの施設や設備の保守点検を徹底するとともに、適正かつ効率的な
管理･運営に努める。

小郡市 大刀洗町 市　外 計
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【施策の実施】 （平成31年4月1日～令和2年3月31日）
①歩行専用健康増進プール ③満天の湯利用者数

②会議室等利用団体数

④無料利用スペース

【施策の評価】

４款　衛生費　　２項　清掃費

(Ｅ)合計 16,994

新型コロナウイルス感染症対策のため３月は施設の利用を中止しており、利用者数が減尐しているが月平
均で見てみると利用者数は安定している。今後は感染症対策を適切に行い、利用者が安全かつ安心して
利用できる運営を行う。

9,949 (C)合計 164,202
和室 626 7,573 音楽教養室利用数 988

(B)合計 4,486 76,883 家族風呂利用数 2,669
(Ｄ)合計 3,657

サポネット小郡 6,451
プレイルーム

259

会議室3 409 9,089 共済利用男女 388
研修室1 464 4,314 社協利用男女 230

1,507
ボランティア情報センター 6,291
社協相談室 1,183

総利用者延べ数（A＋B＋C＋D＋Ｅ） 282,177
健康相談室 502
健母の会 1,060

研修室2 496 4,248 介助利用男女 1,919
各種教室 233 2,627 その他 0
視聴覚室

多目的ホール 927 24,932
260円ギフト券利用

男性 744
検診室 393 6,315 女性 822
会議室1 315 3,113

520円ギフト券利用
男性 15

会議室2 197 2,777 女性 14

（内回数券利用） (5,706) 女性 6,974
共済男女トレーニング利用

(A)合計 20,441
260円回数券利用

男性 30,982
女性 26,778

団体数(件） 利用者数(人)
520円回数券利用

男性 515
調理実習室 167 1,946 女性 476

8
65歳以上等

男性 17,071
介助男女トレーニング利用 2 女性 13,047

市
外
利
用
者

小中学生
男性 1,287

（内回数券利用） (1,176) 女性 1,187
女性トレーニング利用 6,760

高校生以上
男性

男性トレーニング利用 1,517

9,234

1,557
【施策の目的】

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、合併処理浄化槽の設置者に対し補助金交付を行
い、合併処理浄化槽の設置を促進する。

特に、「小郡市汚水処理構想」で浄化槽整備区域（公共下水道事業の区域外の地域）となっている地域の合併
処理浄化槽の設置を促進することを目的とする。

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
2,220 102 561

（単位：千円）

合併処理浄化槽設置整備事業 下水道課

総　　額
財　源　内　訳

65歳以上等
男性 21,776

介助男女プール利用 3 女性 13,133

(単位：人)

・トレーニング室の一般利用者数 (単位：人) 利用者数
利用者数 小学生未満 3,795

男性プール利用

0

3,154
市
内
利
用
者

小中学生
男性 1,155

（内回数券利用） (2,346) 女性 738
女性プール利用 8,997

高校生以上
男性 8,052

（内回数券利用） (7,634) 女性 3,870
共済男女プール利用
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② 浄化槽整備区域（公共下水道事業の区域外の地域）

補助対象区域、浄化槽の人槽によって異なる。内訳は下記表のとおり。

前年度より申請が２件多く、浄化槽整備が進んでいる状況
②課題や施策を進めるうえでの留意点等
　 申請件数が年度によって多い時は、予算が足りず補助することができない。
③今後の見直し点や方針等

一般廃棄物処理費 生活環境課

【施策の目的】

【施策の実施】
・ごみ減量リサイクルアドバイザーによる啓発　（講演実績49回、参加者2,420名）
・一般廃棄物の収集　（可燃性ごみ 14,079t、不燃性ごみ 884t、粗大ごみ 1,504t、資源ごみ 5,347ｔ)
・リサイクルステーションの管理・運営（回収量　56ｔ、持込者4,924名）

【施策額の内訳】
支出

報償費
需用費 
役務費   
委託料 

使用料及び賃借料
負担金、補助及び交付金

積立金
計

9,592千円 （指定ごみ袋販売手数料等）
390,995千円 （ごみ収集及びリサイクル収集、犬猫死体収集、不法投棄・家電リ

サイクル品収集、トレー選別、カレンダー配送業務等）

1千円 （駐車場使用料）
14,733千円 （リサイクル協力団体奨励金、資源ごみ回収還元金等）

1千円 （資源回収基金積立金）
454,685千円

※参考　資源ごみ回収還元金　12,895千円
（内訳：アルミ・スチール缶類5,805千円、古紙・古布・ＰＥＴ類7,090千円）

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
454,685 188,650 266,035

市民生活の営みや事業活動に伴って発生する廃棄物の適正処理及び生活環境の保全や公衆衛生の向上を
図る。

813千円 （ごみ減量リサイクルアドバイザー謝金・リサイクルステーション指導員謝金）

38,550千円 （指定ごみ袋、ごみ収集カレンダー等）

【施策の評価】
①前年度との比較や進捗状況

浄化槽区域で汲み取りから浄化槽にかえてもらうことにより生活環境の改善が見込まれる。

計 2 1,200千円

5人槽 300千円 600千円
6～7人槽 360千円 660千円

補助対象施設 専用住宅（床面積の2分の1以上を住居に使用している住宅）に
設置する10人槽以下の合併処理浄化槽　（販売目的の専用住宅は除く）

補助額

①公共下水道事業の
認可区域外の地域

②浄化槽整備区域
（公共下水道事業の

区域外の地域）

合計 5 2,220千円

7人槽 660千円 0 0千円
10人槽 750千円 0 0千円

計 3 1,020千円

② 浄化槽整備区域
　（公共下水道事業の
　  区域外の地域）

5人槽 600千円 2 1,200千円

10人槽 450千円 0 0千円
① 公共下水道事業の
　  認可区域外の地域

5人槽 300千円 1 300千円
7人槽 360千円 2 720千円

8～10人槽 450千円 750千円

【施策額の内訳】
地域 人槽 補助額 基数 事業費

【施策の実施】
補助対象地域 ① 公共下水道事業の認可区域外の地域
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収入

廃棄物処理許可更新手数料
ごみ処理手数料
資源回収基金繰入金
資源回収売上金
広告料

計

※参考 資源回収売上金（内訳） 総回収量

  

【施策の評価】

廃棄物処理施設管理運営費 生活環境課

【施策の目的】

【施策の内容、施策額】

【施策の評価】

　 し尿処理事業 生活環境課

【施策の目的】

【施策の実施】
収集量 し尿 浄化槽汚泥等

【施策額の内訳】
し尿中継基地管理関係 （うち基山町負担44％）
し尿中継基地用地借地料
し尿中継基地より両筑苑の陸送 （10t車：721台）
両筑衛生施設組合（両筑苑）負担金
下水道事業供用開始に伴うし尿補償 （2t車換算：1,367.5台）

収集量の推移                  （単位：ｋｌ）

【施策の評価】

浄化槽等 6,776.0 6,340.0 6,023.6 5,803.8 5,404.0 5,563.7 5,058.7

下水道事業の供用に伴い、し尿・浄化槽汚泥収集量については年〄減尐している。今後、さらに収集量の減
尐が見込まれるが、し尿収集がなくならないことや災害時の仮設トイレ等の必要性があることから、安定的なし
尿収集が継続できるよう体制を維持する必要がある。

2,673.8ｋｌ 5,058.7ｋｌ

3,776千円
773千円

17,289千円
24,392千円
30,430千円

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
し尿 3,611.2 3,341.8 3,195.0 3,314.7 2,865.8 2,733.3 2,673.8

(2) 筑紫野・小郡・基山清掃施設組合負担金 590,361千円

平成20年度から稼働している「クリーンヒル宝満」は、熱回収施設とリサイクルセンターを併設した廃棄物循環型
処理施設で、1日あたり250トンの処理能力があり、一般廃棄物の中間処理を行っている。構成2市1町（筑紫野
市、小郡市、基山町）の長期的かつ安定的な廃棄物処理の確保ができている。

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
76,660 1,662 74,998

し尿中継基地の管理、中継基地よりし尿処理場（両筑苑）への陸送、し尿処理場（両筑苑：両筑衛生施設組合）
の負担金の支払いを行う。

市から排出される一般廃棄物の収集から処理まで適正に行っており、生活環境の保全や公衆衛生の向上を図
ることができている。また、ごみ減量施策を実施することで、地域住民による主体的な分別活動の確立を図りな
がら、ごみの減量化とリサイクルの推進に向けて進めていく。

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
590,421 590,421

ごみ処理施設の管理運営に係る小郡市負担分

(1) 汚染負荷量賦課金 60千円

2 スチール 24ｔ 437千円 6 布 230ｔ 238千円
3 新聞紙 893ｔ 7,446千円 7 紙パック 7ｔ 36千円
4 雑紙 675ｔ 4,382千円 8 ペットボトル 87ｔ 473千円

163,877千円 （指定ごみ袋の処理手数料等）
1,255千円 （資源回収基金からの繰入金）

20,826千円 （資源回収した古紙・古布等の売上金）
1,300千円 （ごみ収集カレンダー及びごみ袋等広告掲載料）

188,650千円

2,268ｔ
品目 回収量 売上金 品目 回収量 売上金

1 アルミ 70ｔ 5,897千円 5 段ボール 282ｔ 1,917千円

行政財産目的外使用料 1,347千円 （リサイクルステーションの使用料等）
45千円 （一般廃棄物収集運搬、処分許可更新手数料）
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４款　衛生費　　３項　上水道費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上水道埋設工事負担金（上水道施設整備事業） 生活環境課

【施策の目的】

【施策の実施】

【施策額の内訳】
（１）令和元年度の上水道配水管布設工事負担金
支出 収入

負担金、補助及び交付金 千円 上水道配水管布設工事分担金 千円
行政財産使用料 千円

計 千円

〔参考〕令和元年度の上水道配水管布設工事

1
2
3
4
5
6

（２）過年度の上水道配水管工事負担金〔起債償還分〕
支出

負担金、補助及び交付金 千円
（平成19･21･22･23･24年度事業起債償還金）

【施策の評価】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県南広域水道企業団大山ダム負担金（上水道施設整備事業） 生活環境課

【施策の目的】

【施策の実施】

13,076 13,076

総　　額

水道水の安定供給確保対策として、筑後川上流(日田市)に大山ダムが建設され平成25年度から供用を開
始した。大山ダム等水源開発対策事業に要した経費の企業債に係る元利償還金の小郡市負担分を支出す
る。（令和17年度完済見込）

福岡県南広域水道企業団が負担する元利償還金の3分の1を構成団体の負担とし、それぞれの負担額は
基本水量(1日当たり最大給水量)の割合で決まる。福岡県南広域水道企業団の構成団体である三井水道
企業団の基本水量は17,000㎥/日で、負担割合は全体(157,640㎥)の10.78％。また、三井水道企業団の構
成団体である小郡市の負担割合は60％(大刀洗町20％、久留米市北野町20％)。償還期間は平成25年度
から令和17年度までの23年間。

財　源　内　訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

計 320.6m 10,136千円 1,574千円

6,793

今年度は、6か所の布設工事を行った(昨年度は3か所)。また、下水道管の埋設工事に合わせて上水道配
水管の布設工事を行うことで、工事費用の削減に努めた。結果、清浄にして豊富低廉な水の安定的供給を
図り、公衆衛生の向上と生活環境の改善に資することができた。

立石 50㎜ 96.0m 3,839千円 0千円
松崎 50㎜ 27.0m 1,062千円 265千円

松崎 50㎜ 15.6m 513千円 128千円
中学前 50㎜ 109.0m 3,204千円 801千円

大崎 50㎜ 14.0m 502千円 126千円
井上 50㎜ 59.0m 1,016千円 254千円

市民の要望を受けて上水道配水管の布設を行って、清浄にして豊富低廉な水の安定的供給を図り、公衆
衛生の向上と生活環境の改善に資する。

一戸建ての住宅、または建築確認を受けた宅地を対象に、宅地に接する道路に配水管がない、または配水
管が給水管の分岐に必要な口径を満たしていない場合に、三井水道企業団が施工する公道における上水
道配水管の布設工事について、その費用の4分の3を市が負担し、4分の1を申請者が負担する。

10,136 1,574

工事箇所 配水管の口径 配水管の延長 市負担金 申請者分担金

一般財源
16,929 1,593 15,336

（単位：千円）

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

19
1,593
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【施策額の内訳】
支出

福岡県南広域水道企業団大山ダム負担金 千円

〔参考〕大山ダム負担金の推移（見込み） （単位：千円）

【施策の評価】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県南広域水道企業団･山神水道企業団出資金（上水道施設整備事業） 生活環境課

【施策の目的】

【施策の実施】

【施策額の内訳】
支出 収入

投資及び出資金 千円 上水道一般会計出資債 千円
第2期拡張事業 20,100千円
基幹施設耐震化事業 5,972千円

【施策の評価】

福岡県南広域水道企業団における大山ダム等を新規水源とする取水･導水･浄水･送水施設等の整備を行
う第2期拡張事業（平成元～令和4年度）及び山神水道企業団における老朽化した基幹施設等の耐震化事
業（令和元年度）に対する経費の小郡市負担分を支出する。

13,076

平成25年度
平成26-
28年度

平成29年度
平成30-

令和元年度
令和2-

令和17年度
計

大山ダムを新規水源として、福岡県南広域水道企業団における計画供給水量が1日当たり93,700㎥から
157,640㎥に増量したため、第2期拡張事業として送水管や配水場等を整備する拡張工事を行っている。ま
た、山神水道企業団において旧耐震基準で建設された構造物（浄水施設や送水施設等）の耐震強化を図
るため、基幹施設耐震化事業としての補強工事を行っている。

26,072 20,100

出資金を支出することで、第2期拡張事業及び基幹施設耐震化事業を滞りなく施行することができた。また、
第2期拡張事業では計画供給水量の安定確保を図り、基幹施設耐震化事業では災害対策の強化を図るこ
とで、水道水の安定供給確保に資することができた。

26,072 20,100 5,972

354,270

大山ダムを新規水源として、福岡県南広域水道企業団における計画供給水量が1日当たり93,700㎥から
157,640㎥に増量し、水道水の安定供給に資することができた。

総　　額
財　源　内　訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

負担金の額 14,151 14,259 7,958 13,076 16,452
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